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法に基づいて昭和 36年 6月 1日に政令が制定さ









同法による最初の審議会は, 昭和 36年 6月 1





















される｡ 昭和 40年代に入り, 向上対策という呼
称が時代の状況と乖離してきたのであろう｡ 現在
まで継承されている審議会の記念すべき第 1次国















































② 第 4次 (昭和 46年 3月 9日から昭和 48年
3月 8日)
答申 ｢サービスに関する消費者保護について｣

















⑦ 第 13次 (平成 2年 12月 12日から平成 4
年 12月 11日)
答申 ｢ゆとり, 安心, 多様性のある国民生
活を実現するための基本的方策に関する答申｣





第 16次 (平成 9年 4月 24日から平成 11年 4
月 24日) における学ぶ・働く・育てる分野での







第 1次, 第 4次, そして余暇そのものを委員会の
名称にした第 12次であり, 答申時期は, 順に昭















































化した｡ その後, 1956年には 3週間に, 1969年
には 4週間となり, 1982年には 5週間へと延長
され今日に至っている｡ この 5週間の有給休暇は
権利であるとともに義務でもあり, ほとんどの人







































第 1次審議会は昭和 40年 6月 1日にスタート







｢第 1部 第 2章 健康で文化的な社会の諸条
件 3. 高い能率とゆとりある生活｣ の項では
“ゆとりある生活を楽しむことは, それ自身一つ
の生活目標であるとともに, 能率と創意を高める
一面を持っている｡” とし, 次の ｢第 2部 望ま
しい国民生活の構図｣ で ｢第 6章 余暇の増大と
その利用 1. 労働と余暇 2. 余暇利用｣ を設け
ている｡
この答申は 20年後の望ましい国民生活のあり























があげられている｡ 他の 5項目は, 運輸, 金融,



























































































境整備, ⑤公的支援, の 5項目をたて, それぞれ
の具体策を列挙して, “ゆとり志向” を強めた平
成の余暇政策の指針的役割を果した｡ これは, 昭
















































































値を算定した｡ その結果は 1995年が 103兆円,
2000年が 150兆円という目を疑うような大きな


































和 47年に草創期の大役を担った 2つの部署, 経
済企画庁の余暇開発室はその後自由時間活動とし
ての NPO活動を担当に取り込み ｢内閣府国民生
















う｡ また, 経済状況の激変を背景にした “モノか







になったのだろうか｡ しかしながら, 最新の 『レ
ジャー白書 2008』 は, 余暇活動の活性度は 10年
前よりも大きく低下したと分析している｡
昭和 52年の創刊から通算 32号を数えた 『レジャー
白書』 の最新 2008年版は同年 7月に刊行された


















｢趣味・創作部門｣ (30種目), ｢娯楽部門｣ (21種
余暇政策の変遷 345
目), ｢観光・行楽部門｣ (12種目) の 4つに分類
しており, その枠組みや種目に大きな変化はない｡
時代の趨勢で, ｢キャンプ｣ が ｢オートキャンプ｣









『白書』 によれば, 平成 19年調査の平均体験種
目数 14.5種目は, 10年前の平成 9年の 17.8種目








そこで, 身近な大学生たち (23人) に 『白書』
が掲げている 91の余暇活動について, 『白書』 と
同様に過去 1年間の余暇活動体験 (経験率・接触



















ら, 『白書』 の回答者平均よりもかなり “レジャー
リッチ” で, 10年前の 10代の数字に近い｡ もっ























































もこれも 1年に 1回程度というのでは, 表面をな
ぞっただけで, 自分の余暇とはとてもいえない｡
『白書』 では, 10年前に比べ余暇活動体験数が
減少している現状に対して, 参加の “絞込み” と
いう微妙な物言いを用いている｡ 積極的な “絞
り込み” の結果なのか, 結果的受動的な “絞り込
み” なのか, さらには “絞り込み” とさえ気づい
ていないプアへの予兆なのか｡
とりわけ 15歳から 19歳までの 10代の体験数































’89』, つまり昭和 63年の余暇状況を扱った 『白
書』 はこんな書き出しで始まっている｡ 副題は

























『白書』 によれば, 昭和 63年の余暇関連産業の
市場規模は 59兆円 (平成 19年は 75兆円) であ
る｡ アウトドア, ゴルフ, 健康スポーツ, マリン
レジャー, 鑑賞系, 都市型盛り場レジャー, リゾー
トブーム, 博覧会ブーム, 日帰り行楽, 帰省など
など, どれも空前の活況であったという｡ まさし

































平成 9年 5月 (初版は飛鳥新社 平成 6年 5月)
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’90』 平成 2年 4月
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